
様式第１（単独用）
	
競争入札参加資格確認申請書


　　　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市上下水道局長

所　　在　　地
商号又は名称
代表者役職･氏名                           


　年　月　日付けで公告のありました　　　　　　　　　　　　　　　工事に係る競争入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと、この工事に係る入札公告に定める競争入札参加資格を満たしていること並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１　添付書類
（１）工事の施工実績（様式第２）
（２）工事成績評定点の平均・経営事項審査（様式第３）
（３）配置予定技術者の資格等（様式第４）

２　連絡先
　　担当者名
電話番号
Eメール



 様式第１（特定建設工事共同企業体用）
	
競争入札参加資格確認申請書


　　　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市上下水道局長


特定建設工事共同企業体名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名                           


　年　月　日付けで公告のありました　　　　　　　　　　　　　　　工事に係る競争入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと、この工事に係る入札公告に定める競争入札参加資格を満たしていること並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１　添付書類
（１）工事の施工実績（様式第２）
（２）工事成績評定点の平均・経営事項審査（様式第３）
（３）配置予定技術者の資格等（様式第４）
（４）特定建設工事共同企業体協定書（様式第５）
（５）委任状（様式第６）

２　連絡先
　　担当者名
電話番号
Eメール




様式第２
工　事　の　施　工　実　績

工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工


事


内


容
	工　　事　　名
（コリンズ登録番号）
	

	
	発 注 機 関 名
	

	
	施　設　区　分
	

	
	施　工　場　所
	

	
	契　約　金　額
	

	
	工　　　　　期
	

	
	受　注　形　態
	

	
	工事成績評定
	点

	工

事

諸

元
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



様式第３（単独用）
工事成績評定点の平均・経営事項審査


工事成績評定点の平均
	申　請　業　種
	
□水道工事　　　　□配水管布設工事
□下水道工事　　　□建築工事
□電気工事　　　　□計装設備工事
□管工事　　　　　□機械設備工事
□水・汚泥処理設備工事
□その他（　　　　　　　　　工事）


	過去２年間の工事件数
及び工事成績評定点の平均
	□なし又は１件

	
	□２件以上

□65点以上

□65点未満




注(１) 過去２年間（入札公告に示す期間）に完成、引渡しがなされた当局発注工事の合計件数（単価契約については工期を通じて１件とします。）について、「なし又は１件」「２件以上」のいずれかにチェックをしてください。「２件以上」の場合はそれらの工事の成績評定点の平均（小数点第二位以下を切り捨て、小数点第一位までの数値が65点以上又は65点未満）のいずれかにチェックしてください
(２) 対象となる工事は、入札対象の工事と同一の申請業種の工事です。

経営事項審査
	経営事項審査
	
審査基準日

	　　　　年　　月　　日

	
	

建設工事の種類
	
□土木一式　　　□建築一式
□電気　　　　　□管
□機械器具設置　□水道施設
□その他（　　　　　　　　　）


	
	
総合評定値（Ｐ）

	


　
注(１) 入札公告の競争入札参加資格に示す申請業種に対応する建設業の経営事項審査について、当該審査の審査基準日及びその総合評定値（Ｐ）を記載し、該当する建設工事の種類にチェックしてください。


様式第３（特定建設工事共同企業体用）
工事成績評定点の平均・経営事項審査

構成員の商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事成績評定点の平均
	申　請　業　種
	□水道工事　　　　□配水管布設工事
□下水道工事　　　□建築工事
□電気工事　　　　□計装設備工事
□管工事　　　　　□機械設備工事
□水・汚泥処理設備工事
□その他（　　　　　　　　　工事）

	過去２年間の工事件数
及び工事成績評定点の平均
	□なし又は１件

	
	□２件以上

□65点以上

□65点未満




注(１) 過去２年間（入札公告に示す期間）に完成、引渡しがなされた当局発注工事の合計件数（単価契約については工期を通じて１件とします。）について、「なし又は１件」「２件以上」のいずれかにチェックをしてください。「２件以上」の場合はそれらの工事の成績評定点の平均（小数点第二位以下を切り捨て、小数点第一位までの数値が65点以上又は65点未満）のいずれかにチェックしてください
(２) 対象となる工事は、入札対象の工事と同一の申請業種の工事です。

経営事項審査
	経営事項審査
	
審査基準日

	　　　　年　　月　　日

	
	

建設工事の種類
	□土木一式　　　□建築一式
□電気　　　　　□管
□機械器具設置　□水道施設
□その他（　　　　　　　　　）

	
	
総合評定値（Ｐ）

	


注(１) 入札公告の競争入札参加資格に示す申請業種に対応する建設業の経営事項審査について、当該審査の審査基準日及びその総合評定値（Ｐ）を記載し、該当する建設工事の種類にチェックしてください。



様式第４（単独用）
配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 等

工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	主任技術者又は
監理技術者の区分
	

	氏名
	

	法令による
免許等
	

	施工予定の工法
	

	従事工事の有無
	有（　　　件，検査予定日:　　　　　　　　　　）　・　無


注　（１）契約工期を通し1人の技術者を配置する場合に使用してください。
　　（２）施工予定の工法は、競争入札参加資格において、本件工事で施工する工法を求める場合に記入してください。
（３）開札日時点で従事している工事がある場合は、工事の件数及び検査予定日（決まっている場合）を記入してください。





























様式第４（単独用その２）
配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 等
（配置予定技術者に施工実績を求める場合に使用）


工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	主任技術者又は
監理技術者の区分
	

	氏名
	

	法令による
免許等
	

	従事工事の有無
	有（　　　件，検査予定日:　　　　　　　　　　）　・　無

	工


事


内


容
	工　　事　　名
（コリンズ登録番号）
	

	
	発 注 機 関 名
	

	
	施　設　区　分
	

	
	施　工　場　所
	

	
	契　約　金　額
	

	
	工　　　　　期
	

	
	受　注　形　態
	

	
	従　事　役　職
	

	
	工事成績評定
	点

	工
事
諸
元
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注　（１）契約工期を通し1人の技術者を配置し、競争入札参加資格において配置予定技術者に施工実績を求める場合に使用してください。
（２）工事内容・工事諸元は、必要な事項を記入してください。
[bookmark: _Hlk223337236]（３）開札日時点で従事している工事がある場合は、工事の件数及び検査予定日（決まっている場合）を記入してください。

様式第４（単独用その３）
配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 等

工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工　　場　　製　　作　　期　　間

	主任技術者又は
監理技術者の区分
	

	氏　　　　　　　名
	

	法　令　に　よ　る
免　　　許　　　等
	



	工　　事　　現　　場　　稼　　働　　期　　間

	主任技術者又は
監理技術者の区分
	

	氏　　　　　　　名
	

	法　令　に　よ　る
免　　　許　　　等
	

	現場着手予定時期
	年　　　月頃

	以下の項目は、競争入札参加資格において配置予定技術者に施工実績を求める場合に記入してください。

	工


事


内


容
	工　　事　　名
（コリンズ登録番号）
	

	
	発 注 機 関 名
	

	
	施　設　区　分
	

	
	施　工　場　所
	

	
	契　約　金　額
	

	
	工　　　　　期
	

	
	受　注　形　態
	

	
	従　事　役　職
	

	
	工事成績評定
	点

	工
事
諸
元
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注（１）契約工期のうち工場製作期間及び工事現場稼働期間で別々に技術者を配置する場合に使用してください。
　（２）工事現場稼働期間の技術者欄の工事内容・工事諸元は、必要な場合のみ記入してください。　

様式第４（特定建設工事共同企業体用）

配置予定技術者の資格等
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
特定建設工事共同企業体名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	代 表 構 成 員
	　監　理　技　術　者

	氏　　　　　　　名
	

	法　令　に　よ　る
免　　　許　　　等
	

	従事工事の有無
	有（　　　件，検査予定日:　　　　　　　　　　）　・　無

	以下の項目は、競争入札参加資格において配置予定技術者に施工実績を求める場合に記入してください。

	工


事


内


容
	工　　事　　名
（コリンズ登録番号）
	

	
	発 注 機 関 名
	

	
	施　設　区　分
	

	
	施　工　場　所
	

	
	契　約　金　額
	

	
	工　　　　　期
	

	
	受　注　形　態
	

	
	従　事　役　職
	

	
	工事成績評定
	点

	工
事
諸
元
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



	第 ２ 構 成 員
	　主　任　技　術　者

	氏　　　　　　　名
	

	法　令　に　よ　る
免　　　許　　　等
	

	従事工事の有無
	有（　　　件，検査予定日:　　　　　　　　　　）　・　無



	第 ３ 構 成 員
	　主　任　技　術　者

	氏　　　　　　　名
	

	法　令　に　よ　る
免　　　許　　　等
	

	従事工事の有無
	有（　　　件，検査予定日:　　　　　　　　　　）　・　無


注　　（１）特定建設工事共同企業体が２者の場合は、代表構成員欄･第２構成員欄のみの記入としてください。
(２）工事内容・工事諸元は、必要な事項を記入してください。
（３）開札日時点で従事している工事がある場合は、工事の件数及び検査予定日を記入してください。
様式第５
特　定　建　設　工　事　共　同　企　業　体　協　定　書
（目的）
第１条　当特定建設工事共同企業体は、名古屋市上下水道局発注に係る○○○○○○○○○○○工事を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第２条　当特定建設工事共同企業体は、○○○○○○○特定建設工事共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）	
第３条　当企業体は、事務所を						に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、　　　　年　　月　　日に成立し、その存続期間は、入札の結果当該工事を落札した場合においては、当該工事が完了し当企業体の清算が終了するまでとし、その他の場合は当該工事の請負契約が締結された日までとする。
（構成員）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名

所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名

所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名

（代表者）
第６条　当企業体は、							を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　代表者は、当該工事の施工に関し、当企業体を代表しその権限を行うことを名義上明らかにした上で、下記の権限を有するものとする。
（1） 発注者及び監督官庁等と折衝すること。
（2） 見積り及び入札に関すること。
（3） 請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求及び受領に関すること。
（4） 各種保証金又は保証物の納付並びにこれらの還付請求及び受領に関すること。
（5） 当企業体に属する財産の管理に関すること。
（出資割合等）
第８条　当企業体の構成員の出資割合は、次のとおりとする。
○○○○○○○○				％
△△△△△△△△				％
□□□□□□□□				％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議のうえ決定し、当該工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第10条　各構成員は、当該工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、		銀行とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第12条　当企業体は、工事竣工後当該工事について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第13条　決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資割合により、構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第14条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資割合により、構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第15条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第16条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が当該工事を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち工事途中において、前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成員が共同連帯して当該工事を完成する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存する構成員の出資割合は、脱退した構成員が脱退前に有していたところの出資割合を、残存する構成員が有している出資割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退した構成員には、利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第16条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な理由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第17条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産し、又は解散した場合においては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。
（代表者の変更）
第17条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
（解散後の目的物の種類又は品質に関する担保責任） 
第18条  当企業体が解散した後においても、当該工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第19条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
外○社は、上記のとおり○○○○○○○特定建設工事共同企業体協定を締結したので、この協定書○通を作成し、各通に構成員を記名し、各自所持するものとする。

　　年　　月　　日

所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					

所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					

所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					



様式第６
委　　　任　　　状


　　年　　月　　日

（あて先）名古屋市上下水道局長


特定建設工事共同企業体の名称


代表者　所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					印

構成員　所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					印

構成員　所在地
商号又は名称
代表者役職･氏名					印




私は、○○○○○○○○○○○○○○工事について				を代理人と定め、当該工事が完成するまで下記の権限を委任します。
ただし、保証金又は保証物及び請負代金の請求、受領については、期間後もなお効力を有するものであります。

記

１　見積り及び入札に関すること。

２　契約書類に関すること。

３　保証金又は保証物の納付並びに還付の請求及び受領に関すること。

４　請負代金の請求及び受領に関すること。

５　支払期日の到来した利札の請求及び受領に関すること。

以上




様式第７（簡易型用）
　　　　年　　月　　日


技 術 提 案 等 資 料


（宛先）
名古屋市上下水道局長


所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名
　　　　　




下記の件名について、技術提案等資料を別紙のとおり提出します。

工　事　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　提出資料

（１）　施工計画（様式第８）　・・・・・・・・・・・・・　一式
（２）　企業の施工実績①（様式第９）　・・・・・・・・・　一式
（３）　企業の施工実績②（様式第１０）　・・・・・・・・　一式
（４）　配置予定技術者の施工実績（様式第１１）　・・・・　一式
（５）　地域貢献・地域精通度（様式第１２）　・・・・・・　一式
（６）　本市施策への貢献（様式第１３）　・・・・・・・・　一式


２　連絡担当者

担当部署　：　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　：　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　：　　　　　　　　　　　　　　

様式第７（特別簡易型用）
　　　　年　　月　　日


技 術 提 案 等 資 料


（宛先）
名古屋市上下水道局長


所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名




下記の件名について、技術提案等資料を別紙のとおり提出します。

工　事　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　提出資料

（１）　企業の施工実績①（様式第９）　・・・・・・・・・　一式
（２）　企業の施工実績②（様式第１０）　・・・・・・・・　一式
（３）　配置予定技術者の施工実績（様式第１１）　・・・・　一式
（４）　地域貢献・地域精通度（様式第１２）　・・・・・・　一式
（５）　本市施策への貢献（様式第１３）　・・・・・・・・　一式



２　連絡担当者

担当部署　：　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　：　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　：　　　　　　　　　　　　　　



様式第７（簡易型（Ⅳ型）用）
　　　　年　　月　　日


技 術 提 案 等 資 料


（宛先）
名古屋市上下水道局長


所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名




下記の件名について、技術提案等資料を別紙のとおり提出します。

工　事　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　提出資料

（１）　施工計画（様式第８）　・・・・・・・・・・・・・	　一式
（２）　企業の施工実績①（様式第９）　・・・・・・・・・	　一式
（３）　企業の施工実績②（様式第１０）　・・・・・・・・　	一式
（４）　配置予定技術者の施工実績（様式第１１）　・・・・　	一式
（５）　地域貢献・地域精通度（様式第１２（簡易型（Ⅳ型）
／特別簡易型（Ⅳ型）用））・・・・・・・　一式
（６）　本市施策への貢献（様式第１３）　・・・・・・・・　	一式


２　連絡担当者

担当部署　：　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　：　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　：　　　　　　　　　　　　　　

様式第７（特別簡易型（Ⅳ型）用）
　　　　年　　月　　日


技 術 提 案 等 資 料


（宛先）
名古屋市上下水道局長


所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名




下記の件名について、技術提案等資料を別紙のとおり提出します。

工　事　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１　提出資料

（１）　企業の施工実績①（様式第９）　・・・・・・・・・	　一式
（２）　企業の施工実績②（様式第１０）　・・・・・・・・	　一式
（３）　配置予定技術者の施工実績（様式第１１）　・・・・	　一式
（４）　地域貢献・地域精通度（様式第１２（簡易型（Ⅳ型）
／特別簡易型（Ⅳ型）用））　・・・・・・ 一式
（５）　本市施策への貢献（様式第１３）　・・・・・・・・　	一式



２　連絡担当者

担当部署　：　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　：　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　：　　　　　　　　　　　　　　



様式第８
施　工　計　画

（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	評価項目
	

	設定主旨等
	



	評価項目についての記述

	テーマ：

	【内容】

	テーマ：

	【内容】

	テーマ：

	【内容】


注（１）提案数に限度はありません。ただし、本様式を用い、最大５枚までとしてください。
（２）１提案を１テーマとして簡潔に記述してください。なお、提案数による評価方法のため、複数提案を１テーマに記載した場合、1提案とみなして評価します。
（３）必要に応じて資料を添付できますが、必要最小限（数枚程度）としてください。その場合、提案項目と関連がわかるように資料番号を付記してください。

様式第９
企業の施工実績①
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	過去１５年間の同種工事の施工実績

	工　　　事名称等
	工 事 名
	
（コリンズ登録番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工　　期
	　　　 　　年 　　月 　　日　～　　　 　　年 　　月 　　日

	
	受注形態
	　□単　独  　　□共同企業体　（　　代表    出資比率　　％）

	
	工事成績
評定
	点

	工

事

諸

元
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考
	


注　特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。


様式第１０
企業の施工実績②
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□本様式において該当する項目がいずれもない
　・こちらにチェックした場合は、添付資料の提出は不要。下の欄は白紙で結構です。

	□この案件で提出ココにチェックした場合は、下欄に必要事項を記入する

（□新規　□変更・更新）　　　　　　　公告日：　　　　年　　月　　日
開札日：　　　　年　　月　　日
・こちらにチェックした場合は、下の欄に必要事項を記入してください。
・記入した内容を証明する書類を提出してください。


	□提出済み
提出工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公告日：　　　　年　　月　　日　　　　開札日：　　　　年　　月　　日




	過去３年間の工事成績評定点の平均点及び８０点以上、６０点未満の実績

	工事成績
	工　事　名
	ｺﾘﾝｽﾞ番号
	完了年度
	評定点

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計　　　　件　　　　平均　　　　点

	過去５年間の本市の優秀工事表彰の受賞実績

	表  彰
	□有・□無
	授与した局
	□上下水道局　□緑政土木局　□住宅都市局

	
	
	
	

	ＩＳＯ９００１の認証の取得状況

	ISO9001認証
	□有・□無
	登録番号
	
	有効期限
	

	過去２年間の緊急対応工事等の施工実績

	工　事　・　委　託　名
	工　　期
	評定点

	
	　年　月　日～　　　年　月　日
	

	
	　年　月　日～　　　年　月　日
	

	過去３年間の高難度マネジメント工事の施工実績

	工　事　名
	工　　期
	評定点

	
	　年　月　日～　　　年　月　日
	

	
	年　月　日～　　　年　月　日
	

	備考
	


注　特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１０‐２
企業の施工実績

（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	過去３年間の工事成績評定点の平均点及び８０点以上、６０点未満の実績

	工 事 成 績
	工　事　名
	ｺﾘﾝｽﾞ番号
	完了年度
	評定点

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計　　　　件　　　　平均　　　　点

	備　考
	


注　（１）本様式は、工事の実績が多く、様式第１０では書き切れない場合に使用してください。
　　（２）特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１１
配置予定技術者の施工実績
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	氏　　名
	　

	法令による
免許等
	

	配置予定技術者の過去１５年間の同種工事の施工実績

	工 事 名 称 等
	工 事 名
	
（コリンズ登録番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工　　期
	　　　 　　年 　　月 　　日　～　　　 　　年 　　月 　　日

	
	受注形態
	□単独  　　□共同企業体　（　　代表　　　出資比率　　％）

	
	従事役職
	□主任技術者　　　　　□監理技術者　　　□特例監理技術者
□監理技術者補佐　　　□現場代理人

	
	従事期間
	　　　 　　年 　　月 　　日　～　　　 　　年 　　月 　　日

	
	工事成績評定
	点

	工
事
諸
元
	
	

	
	
	

	配置予定技術者の過去３年間の工事成績評定点の平均点及び６０点未満の実績

	工 事 成 績
	工　事　名
	ｺﾘﾝｽﾞ番号
	完了年度
	評定点

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計　　　　件　　　　平均　　　　点

	配置予定技術者の過去５年間の本市の優秀工事表彰の受賞実績

	表  彰
	□有・□無

	備考
	


注　（１）配置予定技術者が未定の場合、様式第１１への記入の必要はありません。
なお、未定の場合、配置予定技術者の加算点はありません。
（２）特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１１－２
配置予定技術者の施工実績
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	氏　　名
	

	配置予定技術者の過去３年間の工事成績評定点の平均点及び６０点未満の実績

	工 事 成 績
	工　事　名
	ｺﾘﾝｽﾞ番号
	完了年度
	評定点

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計　　　　件　　　　平均　　　　点

	備　考
	


注　（１）本様式は、工事の実績が多く、様式第１１では書き切れない場合に使用してください。
　　（２）特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１２
地域貢献・地域精通度
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□本様式において該当する項目がいずれもない
　・こちらにチェックした場合は、下段の欄の記入及び添付資料の提出は不要です。

	□この案件で提出ココにチェックした場合は、下段の欄の該当項目にチェックを入れる

（□新規　□変更・更新）　　　　    　公告日：　　　　年　　月　　日
開札日：　　　　年　　月　　日
・こちらにチェックした場合は、下段の欄の該当する項目を選択してください。
・記入した内容を証明する書類を提出してください。

	□提出済み
提出工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　公告日：　　　　年　　月　　日　　　　開札日：　　　　年　　月　　日




	本市内における本支店等の有無
	□ 市内に本店あり
□ 市内に支店又は営業所あり
□ 市内に支店、営業所なし

	過去２年間における本市からの依頼に基づく本市内での災害等活動実績
	□ あり
□ なし

	過去３年間の本市が開催にかかわる防災訓練での活動実績
	□ ２年以上の実績あり
□ １年の実績あり
□ なし

	過去１年間の
災害協定の締結等
	本市と災害協定等を締結している、又は災害ボランティア活動用資器材の保管の実績あり
	□ あり
□ なし

	
	地域防災協力事業所に認定されている
	□ あり
□ なし

	本市内におけるボランティア活動実績等
	過去１年間のボランティア活動実績
	□ あり
□ なし

	
	過去１年間の消防団協力事業所に認定
	□ あり
□ なし

	備　　考
	


注　特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１２（簡易型（Ⅳ型）／特別簡易型（Ⅳ型）用）
地域貢献・地域精通度
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	本市内における本支店等の有無
	□ 市内に本店 あり
□ 市内に支店又は営業所あり
□ 市内に支店、営業所なし

	地元企業の下請活用割合
	□ ６０％以上　→　　　　％見込
□ ６０％未満　
（60%以上の場合は見込数字を記入）
□ 未定

	過去２年間における本市からの依頼に基づく本市内での災害等活動実績
	□ あり
□ なし


	過去３年間の本市が開催にかかわる防災訓練での活動実績
	□ ２年以上の実績あり
□ １年の実績あり
□ なし


	過去１年間の
災害協定の締結等
	本市と災害協定等を締結している、又は災害ボランティア活動用資器材の保管の実績あり
	□ あり
□ なし

	
	地域防災協力事業所に認定されている
	□ あり
□ なし

	本市内におけるボランティア活動実績等
	過去１年間のボランティア活動実績
	□ あり
□ なし


	
	過去１年間の消防団協力事業所に認定
	□ あり
□ なし

	備　　考
	





注　特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。

様式第１３
本市施策への貢献
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□本様式において該当する項目がいずれもない
　・こちらにチェックした場合は、下の欄の記入及び添付資料の提出は不要です。

	□この案件で提出ココにチェックした場合は、下欄に必要事項を記入する

（□新規　□変更・更新）　　　　　  　公告日：　　　　年　　月　　日
開札日：　　　　年　　月　　日
・こちらにチェックした場合は、下の欄に必要事項を記入してください。
・記入した内容を証明する書類を提出してください。


	□提出済み
提出工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　公告日：　　　　年　　月　　日　　　　開札日：　　　　年　　月　　日




	環境配慮
の取組み
	「ISO14001」の認証
	□有□無
	登録番号
	

	
	
	
	有効期限
	

	
	「名古屋市エコ事業所」
の認定
	□有□無
	認定番号
	

	
	
	
	有効期限
	

	障害者の
雇用状況
	「障害者雇用企業等」の認定
	□有□無
	認定種類
	□ 障害者雇用促進企業
□ 障害者雇用企業

	
	
	
	現在有効な認定日
	

	子育て支援の取組み
	「子育て支援企業」の
認定
	□有□無
	認定番号
	

	
	
	
	有効期限
	

	女性の活躍の取組み
	「女性の活躍推進企業」
の認定
	□有□無
	認定番号
	

	
	
	
	有効期限
	

	ワーク・ライフ・バランスの取組み
	「ワーク・ライフ・バランス推進企業」の認証
	□有□無
	認証番号
	

	
	
	
	有効期限
	

	再犯防止の取組み
	「立ち直り支援推進企業等」の認定
	□有□無
	認定種類
	□ 立ち直り支援推進企業
□ 立ち直り支援応援企業

	
	
	
	有効期限
	

	備　考
	



注　特筆すべき事項があれば備考欄に記入してください。


様式第１４（単独用）
　　  　年  月  日
名古屋市上下水道局長 様



所在地

商号又は名称               　           
代表者役職･氏名  

誓    約    書


工事件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事





１    本工事の履行にあたり、主任技術者又は監理技術者及び現場代理人の配置につきましては、建設業法等、名古屋市上下水道局工事請負契約約款及び貴局の定めた条件を遵守します。





２    前項で定める技術者及び現場代理人を適切に配置できなかった場合、名古屋市上下水道局工事請負契約約款第42条（単価契約工事の場合は第21条）に基づき契約解除となっても異議はありません。





以上、誓約します。


様式第１４（特定建設工事共同企業体用）
  　年  月  日
名古屋市上下水道局長 様





特定建設工事共同企業体名称　　　　　　　　　　　　　　
所在地

商号又は名称               　           
代表者役職･氏名                                 


誓    約    書


工事件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事





１    本工事の履行にあたり、主任技術者又は監理技術者及び現場代理人の配置につきましては、建設業法等、名古屋市上下水道局工事請負契約約款及び貴局の定めた条件を遵守します。





２    前項で定める技術者及び現場代理人を適切に配置できなかった場合、名古屋市上下水道局工事請負契約約款第42条（単価契約工事の場合は第21条）に基づき契約解除となっても異議はありません。





以上、誓約します。





様式第１５（簡易型（Ⅳ型）／特別簡易型（Ⅳ型）用）
（工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	　
	
	　
	
	　
	
	
	　
	　

	　
	地元企業の下請活用割合届出書（資格確認資料提出時）
	　

	　
	
	
	
	
	
	
	
	　

	　
	【市内本店の１次下請負人】
	
	局確認欄
	　

	　
	１次下請負人名
（登録コード）
	工種
	所在地
	本店･支店等
	請負金額
	台帳（写）
	契約書（写）
	　

	1
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	2
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	3
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	4
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	5
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	6
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	7
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	　
	　
	
	計（Ａ）
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	
	
	　

	　
	【市内本店以外の１次下請負人】
	
	局確認欄
	　

	　
	１次下請負人名
（登録コード）
	工種
	所在地
	本店･支店等
	請負金額
	台帳（写）
	契約書（写）
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	
	　
	
	　
	
	
	□
	□
	　

	　
	　
	
	計（Ｂ）
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	
	
	　

	　
	本工事における地元企業の下請活用割合
（１００*Ａ／（Ａ＋Ｂ））
	（％）
	□
	　

	　
	
	
	　
	　
	
	
	　
	　


· 記載事項の補足説明に必要となる資料を添付してください。
· 本様式に記載した内容は、本工事の施行において拘束されるものではありませんが、本工事の施行の結果、受注者の責により地元企業の下請活用割合が６０％未満となった場合は、違約金の徴収及び工事成績評定の減点となりますので、ご注意ください。
参考様式
実務経験経歴書
（会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
下記の者は、○○工事に関し下記のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。
　　年　　月　　日



証明者　　　　　　　　　　　　　　　
　
証明者との
関　　　係 　　　　　　　　　　　　　

	氏　　名
	　

	学　　歴
	学　校　名　：　　　　　

	
	学部・学科名：　　
	年　　　月 卒業

	工 事 等 経 歴
	職　名
（従事
した立場）
	発注者
	実務経験の内容
（工事名・主な工事内容）
	実務経験年数

	
	
	
	
	期　間
	月数

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　

	
	
	
	(工事内容)
	 
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　　　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　　　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　　　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　　　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　　　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	
	
	(工事名)
	
	　  年　 月
～　年　 月
	　

	
	
	
	(工事内容)
	
	
	

	
	業種区分　　　　　　　　　　　　　工事
	合計　　　　年　　月

	備考
	



注 (1) 必要に応じ最終学歴が確認できる資料（卒業証書の写し等）を添付してください。
(2) 実務経験は、本件入札工事において配置することとしている技術者の建設業法（昭和24年法律第100号）上の業種区分と同じ業種についての経験が必要です。
(3) 複数の工事を並行して行っている場合、重複している期間は、１件のみ計上します。





